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本日の検討内容について

第２回 介護情報利活用ワーキンググループ
資料1

令和４年11月７日



2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

電子カルテ・介護情報等

介護情報 次期システムの運用開始によるデー
タに基づく更なるフィードバック等
（2024年度～）

厚生労働省データヘルス改革工程表
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①利用者自身が介護情報を閲覧できる仕組みの整備

②介護事業所間等において介護情報を共有することを可能にするための取組

CHASEフィード
バック機能の開
発

技術的・実務的な課題等を踏まえ、利用者や介護現場で必
要となる情報の範囲や、全国的に介護情報を閲覧可能とす
るための仕組みを検討

システム要件の
整理、システム
改修等

CHASE等による自立支援等の効果を検証

CHASE等の解析結果の利用者単位等のフィードバッ
ク（2021年度～）

マイナポータル等で閲覧可
能（2024年度以降順次～）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

介護事業所間における介護情報の共
有並びに介護・医療間の情報共有を可
能にするための標準化

左記を踏まえたシステムの課題解決・
システム開発

全国的に介護記録支援システムの情報を
含めた介護情報を閲覧可能とするための基
盤のあり方についてIT室（デジタル庁）とと
もに検討し、結論を得る

介護情報の共有
や標準化に係る
調査

③科学的介護の推進

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

自立支援・重度化防止等につながる科
学的介護の推進

CHASEフィード
バック機能の開
発 CHASE等による自立支援等の効果を検証

事業所・利用者単位のフィードバックや解析による科学的介護の推進（2021年度～）

次期システムの運用開始によるデー
タに基づく更なるフィードバック等
（2024年度～）

新たな情報収集システム
に向けた更なるデータ項
目の整理

VISIT・CHASEを一
体的運用、介護DB
との連結解析開始

NDB・介護DB連
結解析開始

次期システムの開発

※2021年度から、CHASE・VISITを一体的運用するにあたって、科学的介護の理解と浸透を図る観点から、以下の統一した名称を用
いる。科学的介護情報システム（Long-term care Information system For Evidence; LiIFE ライフ）

データヘルス改革推進本部．データ
ヘルス改革に関する工程表について
（令和3年6月4日）



目指すべき姿（案）と方向性
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○ 利用者自身が介護情報を閲覧することにより、利用者自身が自分の状態を知り、自

立支援・重度化防止の取組に繋がる。

○ 介護事業者等が介護情報を共有することにより、適切に利用者の状態や経過を把握

して、ケアを提供することができるようになる。

○ 市区町村が住民の介護情報を得ることにより、地域の実情に応じて、きめ細やかに

介護保険事業を運営でき、支援を要する人への対応が可能となる。



情報の種類 情報の内容

要介護認定情報等
被保険者番号、保険者番号、要介護認定等に係る認定情報（一次判定結果、二次判定結
果）、負担割合や住所地特例に係る情報、認定調査項目 等

請求・給付情報 介護保険サービスの報酬を請求する際の介護給付費請求情報

ＬＩＦＥで収集している情報
介護報酬のＬＩＦＥ関連加算の様式に規定されている利用者の状態や介護事業所で行って
いるケアの計画・内容

診療情報提供書・入退院情報 診断名、既往歴及び家族歴、現在の処方 等

主治医意見書 診断名、日常生活自立度、現在あるかまたは今後発生の高い状態とその対処療法 等

訪問看護指示書・報告書 病状・治療状態、処置の有無、看護の内容 等

ケアプラン
居宅サービス計画書、週間サービス計画表、サービス担当者会議の要点、居宅介護支援経
過、サービス利用票および別表 等

提供したケアに関する記録
介護事業所において日々記録されている利用者の情報（提供したサービスの記録、食事・
排泄の状況、バイタル、生活状況 等）

介護保険制度における利用者に関する主な介護情報

令和3年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 自身の介護情報を個人・介護事業所等で閲覧できる仕組みについての調査研究事業報告書（三菱総合研究所）を
元に厚生労働省作成

利用者に関する主な介護情報は以下のようなものがある。
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第１回健康・医療・介護情報利活用検討
会 介護情報利活用ワーキンググループ
（令和４年９月12日）資料２(一部改）



介護保険制度における利用者に関する主な介護情報

5※ＬＩＦＥの利用者単位フィードバック開始予定

情報の種類

主な保有主体（〇）と 作成主体（★）
主な

記録・交換
形式

国が示す
様式の有
無

コード化
の有無

利用者 市町村
介護
事業所

居宅介護
支援事業
所

医療機関 国

要介護認定情報等 〇 ★ 一部 〇 〇
（匿名） 電子的 〇 〇

請求・給付情報 〇 〇 ★ ★ 〇
（匿名） 電子的 〇 〇

ＬＩＦＥで収集している情報 ※ ★ 〇
（匿名） 電子的 〇 〇

診療情報提供書・入退院情報 一部 〇 ★ 電子的また
は紙媒体

〇 一部

主治医意見書 〇 〇 ★ 電子的また
は紙媒体

〇 一部

訪問看護指示書・報告書 ★ ★ 電子的また
は紙媒体

〇 ×

ケアプラン 〇 〇 ★ 電子的また
は紙媒体

〇 ×

提供したケアに関する記録 〇 ★ 電子的また
は紙媒体

× ×

第１回健康・医療・介護情報利活用検討
会 介護情報利活用ワーキンググループ
（令和４年９月12日）資料２(一部改）



全国医療情報プラットフォーム
オンライン資格確認等システム

処方・調剤情報

薬剤情報
（レセプト）
診療情報

（レセプト）

特定健診情報

同意情報

資格情報 【医療（公費負担医療含）、介護、予防接種など】

各種データ基盤
マイナポータル

（本人がデータ確認）
• 自身の保健医療介護情報
• 医療文書発行情報 等
（行政手続きの電子化）
• ワンストップサービス

医療機関等
（医療従事者がデータ閲覧）
• 患者の診療情報
• 患者の健診情報 等
（施設間で文書交換）
• 電子処方箋
• 診療情報提供書 等

自治体

（自治体職員がデータ閲覧）
• 感染者情報
• 認定情報 等
（文書を確認）
• 主治医意見書
• 診断書 等

介護事業者等

（介護職員がデータ閲覧）
• 利用者のADL 等
（施設間での文書交換）
• ケアプランデータ 等

医療機関等 自治体医療保険者

薬剤情報健診情報 処方箋情報カルテ情報 予防接種情報
介護被保
険者情報

医療サービスの質、医療案
安全の向上
医療機関等間での医療文
書交換の効率化 等

自治体業務の効率化
自治体手続きの簡素化によ
る住民サービス向上 等

介護サービスの質の向上
介護事業所間等での文書
交換の効率化 等

国民の行動変容・健康増進

文書の受領・申請手続き等の
簡素化 等

診療情報提供書
退院時サマリ

医療被保
険者情報

感染症関連

発生届

予防接種情報 介護情報
接種記録

ケアプラン

難病等関連
認定情報発生届

請求情報

診療報酬改定DX
共通算定モジュール

支払基金・中央会

（医療従事者等がデータ管理）
• 報酬改定対応の負荷軽減
• 負担金計算の適正化 等
（審査支払機関への請求）
• 診療報酬計算の適正化
• レセプト情報の適正化 等

医療サービスの質、事務負担
の軽減
審査支払機関へのレセプト
情報の適正化 等

介護事業者等

ADL等 ケアプラン認定情報 介護情報
(レセプト)

認定情報

介護情報
（レセプト）

ADL等

国民の行動変容・健康増進
事業開発・研究利用 等

PHR事業者

（本人がデータ取得・確認）
• 本人のライフログデータとの連携
（食事、睡眠、歩数 等）

（医療機関や日常での利用）
• 患者の生活習慣の把握、日常で
の予防・健康づくり等

緊急時を除き本人
同意前提で閲覧可

予診情報

研究開発等にも利用

自治体検診
情報

検診情報

カルテ情報

検診情報

（必要に応じ、情報を連結して提供）

情
報
を
作
成

情
報
を
収
集

情
報
を
利
活
用

全国医療情報プラットフォーム（将来像）
第１回「医療DX 令和ビジョン
2030」厚生労働省推進チーム（令和
４年９月22日）資料１(一部改）

「経済財政運営と改革の基本方針2022」にて、介護も含めた「全国医療情報プラットフォーム」構築を進めること
とされている。介護情報の利活用にあたっては、当該プラットフォームも念頭に検討する必要がある。
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本日の検討内容について
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１．本日ご議論いただきたいテーマ

○ 利用者自身や介護事業者等が閲覧・共有することが適切かつ必要な情報の選定、

記録方法の標準化について

２．検討にあたっての基本的考え方

○ 今回は、以下のいずれの条件も満たす介護情報について検討を行う。

・データヘルス改革工程表のスケジュールを踏まえ、2025年頃に本人の閲覧や介護事業所間で

の共有が実現可能と思われる情報

・全国医療情報プラットフォームへの搭載が想定される情報

○ 検討にあたっては、介護サービスを受ける本人の個別性を踏まえて、エビデンスのある適切な

ケアを提供することにつなげる仕組みを構築する視点で検討する。

○ 介護事業所等と医療機関の間で共有される情報については、次回以降に検討する。


